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⽕⼭の影響を受けた農地⼟壌の有機炭素は活性アルミニウムによって安定化される 
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背景・ねらい                

気候変動の緩和と肥沃度の向上のため、農地⼟壌
への炭素貯留が強く求められている。特に熱帯湿潤地
域では、⾼い気温と⼟壌⽔分量によって⼟壌有機物の
減耗が激しいことから、農地⼟壌に効果的に炭素を貯
留する農地管理技術の開発が急務となっている。そのた
めには、まず⼟壌有機炭素の貯留に関わる⼟壌要因を
把握することが不可⽋である。 

これまでの研究では、熱帯地域での⼟壌有機炭素の
貯留には、粘⼟＋シルト含量が重要な要因であるとされ
てきたが、近年酸性シュウ酸可溶性アルミニウム（活性
Al）による⼟壌有機物の安定化*の寄与も⼤きいことが
明らかにされた。ここで、活性 Al は⼟壌中の有機-Al 複
合体および⾮晶質粘⼟**の量（いずれも植物には無害）
を反映する指標で、⽕⼭砕屑物の⾵化の過程で多く⽣
成される。しかし、熱帯地域では、⾵化の進んだ活性 Al
含量が低い⼟壌を対象とした研究が多く、また異なる⼟
地利⽤における活性 Al 含量と⼟壌有機炭素含量の関
係は⼗分に明らかにされていない。 

そこで本研究では、熱帯湿潤地域のフィリピン共和国
⻄ネグロス州において、⽕⼭の影響が異なる⼟壌を、70
年以上の⻑期連続耕作が⾏われているサトウキビ畑、
⼆次林、屋敷林から採取し（図 1）、粘⼟＋シルト含
量および活性 Al含量の双⽅が⼟壌有機炭素含量に与
える影響を評価する。 

 
*⼟壌有機物の安定化：⼟壌微⽣物による分解を受け難くなる
こと。 
**⾮晶質粘⼟：結晶性の低い粘⼟の総称。 

 
成果の内容・特徴             
1. ⼟地利⽤にかかわらず、⼟壌有機炭素含量は、活
性 Al 含量と⾼い正の相関を⽰すが、粘⼟＋シルト含
量との間に正の相関は認められない（図 2）。このこと
は、⼟壌有機炭素含量が粘⼟＋シルト含量ではなく、
粘⼟の種類とその量に強く影響を受けることを⽰す。 

 

2. 活性 Al 含量と⼟壌有機炭素含量との回帰直線の
切⽚には、サトウキビ畑とその他の⼟地利⽤（⼆次林
＋屋敷林）間で有意差が認められるが、傾きには⼟
地利⽤間で有意差が認められない（図 3）。これは、
サトウキビ畑では、耕地化により粒⼦状有機物***に由
来する⼟壌微⽣物に⽐較的分解されやすい有機炭素
は減少するものの、活性 Al で安定化されている有機炭
素は減少しないことを⽰唆している。 

 
***粒⼦状有機物：⼟壌有機物のうち、落葉、枯死根、⼟壌動
物の死骸などを起源とする粗⼤な有機物。 

 
成果の活⽤⾯・留意点           
1. ⼟壌有機物の減耗が激しい熱帯湿潤地域であって
も、⽕⼭の影響を受けている農地では、活性 Al で安定
化される⼟壌有機炭素を増やす技術を開発することで、
今後炭素の⻑期⼤量貯留を実現できる可能性がある。 

2. 上記の技術開発には、活性 Al で安定化される⼟壌
有機炭素の変化量に各種要因（⼟壌中の活性 Al
含量とその炭素飽和度、施⽤される有機質資材の化
学的な質や量など）が与える影響を評価し、⼟壌中
の活性 Al 含量とその状態に合った最適な有機質資材
の種類と量を解明する必要がある。 

 
その他                  
予算区分：交付⾦プロ［A1 気候変動総合（第 5 期）］ 
研究実施期間：2020〜2024 年度 
研究担当者：荒井⾒和、伊ヶ崎健⼤（⽣産環境・畜産領
域）、安⻄俊彦（熱帯・島嶼研究拠点）、Celestial, P. V.、Tu
mbay, V. J.、Santillana, S. I.、（フィリピン農業省砂糖統制
庁）、和穎朗太（農研機構） 
発表論⽂等：Arai et al. (2025) Soil Science and Plant Nu
trition. https://doi.org/10.1080/00380768.2024.2415455 
 
 
 
 
 
  

熱帯湿潤地域において⽕⼭の影響を受けた⼟壌では、有機炭素含量が粘⼟＋シルト含量ではなく、酸性シュウ
酸可溶性アルミニウム（活性 Al）含量に規定される。また、70 年以上⻑期連続耕作が⾏われている農地でも、
活性 Al によって安定化された⼟壌中の有機炭素含量は、⼆次林・屋敷林と変わらない。今後、⽕⼭の影響を
受けた農地⼟壌で炭素の⻑期⼤量貯留を実現するためには、活性 Al で安定化される有機炭素を増やす技術
の開発が重要である。 
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図 2 ⼟壌有機炭素含量と粘⼟+シルト含量(A)、活性アルミニウム含量(B)の関係 
スピアマンの順位相関係数 (ρ) とその有意⽔準を⽰す。フィリピン共和国⻄ネグロス州のサトウキビ畑 (n = 33)、⼆次林 
(n = 10)、屋敷林(n = 23)の⼟壌表層 0~10 cm を採取し、分析に供した。 

図 3 ⼟地利⽤ごとの活性アルミニウム含量と⼟壌有
機炭素量の関係 
⼈為的な撹乱を強く受けているサトウキビ畑 (n = 33; y = 0.69x 
+ 11.27, R2 = 0.78, p < 0.05) とあまり受けていないその他の⼟地
利⽤（⼆次林＋屋敷林, n = 33; y = 0.61x + 16.16, R2 = 0.78, 
p < 0.05）の回帰直線を⽰す。共分散分析の結果、2 つの直
線の傾きに有意差は認められないが (p > 0.05)、切⽚には有意
差が認められた (p < 0.05)。これは、活性アルミニウムで安定化さ
れている⼟壌有機炭素含量に⼟地利⽤間で差がないことを⽰し
ている。 
 

図は Arai et al. (2024) © The Author(s) 2024 より転載/
改編して作成 

図 1 各⼟地利⽤の様⼦ 
フィリピン共和国⻄ネグロス州のサトウキビ畑、⼆次林、屋敷林の様⼦。 


